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上位・関連計画（補足） 

１．国の住宅政策 

（１）住生活基本計画（全国計画）    ＜計画期間：Ｈ28～Ｒ７＞ 

 

２．愛知県の住宅政策 

（１）愛知県住生活基本計画     ＜計画期間：Ｈ28～Ｒ７＞ 

 

３．春日井市の上位・関連計画 

（１）全般 

ア第六次春日井市総合計画基本計画 

（ア）基本構想      ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ19＞ 

（イ）基本計画      ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ９＞ 

イ 第 2期春日井市まち・ひと・しごと創生総合戦略  ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ６＞ 

（２）都市計画 

ア 春日井市都市計画マスタープラン    ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ11＞ 

イ 春日井市立地適正化計画     ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ18＞ 

ウ 春日井市地域公共交通計画     ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ７＞ 

エ JR春日井駅周辺地区市街地総合再生計画   ＜施行時期：Ｈ27～＞ 

（３）防災 

ア 春日井市地域防災計画     ＜計画期間：Ｒ５～＞ 

（４）健康・福祉 

ア 心と体のかすがい健康計画 2035    ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ17＞ 

イ 春日井市地域共生プラン     ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ５＞ 

ウ 第 9次春日井市高齢者総合福祉計画    ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ８＞ 

エ 第 6次春日井市障がい者総合福祉計画   ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ８＞ 

オ 第 2次新かすがいっ子未来プラン    ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ６＞ 

（５）環境 

ア 春日井市環境基本計画     ＜計画期間：Ｒ４～Ｒ12＞ 

イ 春日井市地球温暖化対策実行計画    ＜計画期間：Ｒ５～Ｒ12＞ 

ウ 春日井市都市景観基本計画     ＜施行時期：Ｈ30～Ｒ12＞ 

エ 春日井市緑の基本計画     ＜施行時期：Ｈ23～＞ 

（６）その他 

ア 高蔵寺リ・ニュータウン計画    ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ13＞ 

イ 春日井市シティプロモーション戦略    ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ13＞ 

ウ 第 4次春日井市産業振興アクションプラン   ＜施行時期：Ｒ６～Ｒ10＞ 

エ 春日井市公共施設等マネジメント計画   ＜計画期間：Ｒ４～Ｒ28＞ 

オ 春日井市観光によるにぎわい創出基本計画   ＜計画期間：Ｒ５～Ｒ９＞ 

参考資料１ 
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４．春日井市住生活基本計画に包含する計画 
  

ア 春日井市市営住宅総合再生計画    ＜計画期間：Ｈ28～Ｒ７＞ 

イ 春日井市空家等対策計画     ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ７＞ 

（春日井市マンション管理適正化推進計画を含む） 

ウ 春日井市耐震改修促進計画     ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ12＞  
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１．国の住宅政策 

（１）住生活基本計画（全国計画） 

・住生活基本計画（全国計画）とは、住生活基本法第 15 条第１項に規定する国⺠の住⽣活 の安定の

確保及び向上の促進に関する基本的な計画です。 

【 計画の構成】  
「
社
会
環
境
の
変
化
」
の
視
点 

目標 1：「新たな日常」や DX の進展等に対応した新しい住まい方の実現 

 （１）国民の新たな生活観をかなえる居住の場の多様化及び生活状況に応じて
住まいを柔軟に選択できる居住の場の柔軟化の推進 

（２）新技術を活用した住宅の契約・取引プロセスの DX、住宅の生産・管理プ
ロセスの DX の推進 

目標２：頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被
災者の住まいの確保 

 （１）安全な住宅・住宅地の形成 

（２）災害発生時における被災者の住まいの早急な確保 

「
居
住
者
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」
の
視
点 

目標３：子どもを産み育てやすい住まいの実現 

 （１）子どもを産み育てやすく良質な住宅の確保 

（２）子育てしやすい居住環境の実現とまちづくり 

目標４：多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニティ
の形成とまちづくり 

 （１）高齢者、障害者等が健康で安心して暮らせる住まいの確保 

（２）支え合いで多世代が共生する持続可能で豊かなコミュニティの形成とま
ちづくり 

目標 5：住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備 

 （１）住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、障害者、外国人等）の住まい
の確保 

（２）福祉政策と一体となった住宅確保要配慮者の入居・生活支援 

「
住
宅
ス
ト
ッ
ク
・
産
業
」
の
視
点 

目標 6：脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成 

 （１）ライフスタイルに合わせた柔軟な住替えを可能とする既存住宅流通の活
性化 

（２）長寿命化に向けた適切な維持管理・修繕、老朽化マンションの再生（建
替え・マンション敷地売却）の円滑化 

（３）世代をこえて既存住宅として取引されうるストックの形成 

目標 7：空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進 

 （１）空き家の適切な管理の促進とともに、周辺の居住環境に悪影響を及ぼす
空き家の除却 

（２）立地・管理状況の良好な空き家の多様な利活用の推進 

目標８：居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展 

 （１）地域経済を支える裾野の広い住生活産業の担い手の確保・育成 

（２）新技術の開発や新分野への進出等による生産性向上や海外展開の環境整
備を通じた住生活産業の更なる成長 
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２．愛知県の住宅政策 

（１）愛知県住生活基本計画 

・愛知県住生活基本計画 2030 とは、住生活基本法第 17 条第１項に規定する、愛知県の区域内におけ

る、住⺠の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画です。 

【計画の構成】 

将来像① 県民の誰もが、安全に命が守られ、安心して健やかに暮らしている 

方針Ⅰ 安全・安心で「『健やかな暮らし』をまもる」 

目標１：危機に備え、命と健康が守られた安心な暮らしの確保 

 ●南海トラフ地震等の大規模地震への備え 

●頻発・激甚化する自然災害や新型のウイルス感染症など多様化する危機への備え 

目標２：子どもを安心して育て、子どもが健やかに育つ暮らしの環境づくり 

 ●子育て世帯、若者や子どもたちのライフスタイル実現のための居住環境の形成 

●子育て世帯、若者や子どもたちの多様なニーズに応じた住まいの選択肢の提供と 
住教育の推進 

目標３：高齢者の健康で安全・安心な暮らしの確保 

 ●高齢者が安心して暮らし続けられる居住環境の形成 

●高齢者が健康で安全・安心に住み続けられる住まいの確保 

目標４：住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の確保 

 ●住宅確保要配慮者の住まいの確保と入居・生活支援の活性化 

●公営住宅の適切な供給と管理 

●公的賃貸住宅における多様な地域のニーズへの対応 

将来像② 県民が、良質で健全な住まいで暮らし、住み継いでいる 

方針Ⅱ 良質で健全な「『住まい』をすみつぐ」 

目標５：カーボンニュートラルの実現に向けた住まいの質の向上 

 ●住宅・住宅地における省エネルギー性能等の向上 

●資産として継承できる良質な住まいの供給と適切な維持管理の促進 

目標６：良好な維持管理、適切な評価による健全なストックの形成・循環 

 ●リフォームや適切な評価等による既存住宅の循環の促進 

●マンション管理の適正化と長寿命化・再生の促進 

将来像③ 環境と調和し、スマートで魅力ある豊かなまちが形成されている 

方針Ⅲ 魅力ある「『豊かなまち』をはぐくむ」 

目標７：環境と調和した豊かなまちを育む地域産業の育成・支援 

 ●地域における住生活を取り巻く課題を解決する産業・市場の育成 

●地域材の活用の促進、地域の住宅産業の支援 

目標８：地域特性に応じた魅力と住みやすさの維持・向上 

 ●多世代が住みやすく、住み続けられる住宅地の維持と再生の促進 

●空き家対策の推進 

●市町村や住民が主体となり進める地域の課題に対応した住まい・まちづくりの推進 
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３．春日井市の上位・関連計画 

（１）全般 

ア 第六次春日井市総合計画基本計画   

・市政全般にわたる政策分野を網羅し、市の将来像や施策の基本的な方向性などを総合的かつ体系的

に示したものであり、「基本構想」と「基本計画」で構成する。 

 

 

（ア）基本構想       ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ19＞ 

市の将来像 長期的な視点で実現をめざす市の将来の姿 

 

 

基本目標 将来像の実現のためのまちづくりの基本目標 

 

 

 

 

 

（イ）基本計画       ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ９＞ 

重点方針 基本構想の実現に向けた施策展開において重点となる基本的方針 

１ 人と地域がつなぐ暮らしやすさ 

２ 健康がつなぐ幸せ 

３ 子どもと学びがつなぐ未来 

政策分野 施策 

１ 防災・生活安全 

１ 防災・減災対策の充実 

２ 防犯力の向上 

３ 交通安全対策の強化 

２ 健康・福祉 

１ 健康づくりの推進と地域医療の確保 

２ 高齢者福祉の充実 

３ 障がい者福祉の充実   

４ 地域での支え合いの推進 

３ 子育て・教育 
１ 子育て子育ち支援の充実 

２ 良好な教育環境の整備 

４ 市民活動・共生 

  ・文化・スポーツ 

１ 地域コミュニティの活性化と市民参加の促進 

２ ダイバーシティ（多様性）の推進 

３ 文化・スポーツ・生涯学習の推進 

５ 都市基盤・産業 
１ 都市基盤整備の推進と公共交通の整備 

２ 産業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

６ 環境 
１ 地球環境の保全と自然との共生 

２ ごみ減量とまちの美化の推進 

１ 安全・安心なまち 

２ 子どもの笑顔があふれるまち 

３ 思いやりと生きがいが育つまち 

４ 活力とやすらぎのあるまち 

暮らしやすさと幸せをつなぐまち かすがい 
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イ 第 2期春日井市まち・ひと・しごと創生総合戦略  ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ６＞ 

・春日井市まち・ひと・しごと創生総合戦略は人口の現状分析を行い、人口に関する地域住民の認識

を共有し、人口の将来展望と今後目指すべき将来の方向を提示。 

・第2期総合戦略は、人口問題に起因する様々な課題を認識し、将来を見据えた施策を持続的に実施

するために策定。 

（ア）今後の基本的な考え方 

地域経済の活性化 ・産業を活性化し、就業機会の拡大、安定した雇用の確保やにぎわい

の創出を図るための取組み 

出生数の維持・上昇 ・環境の整備や、結婚・妊娠・出産・子育ての各段階に応じた切れ目

のない取組み 

転入・定住の促進 ・若い世代にとって魅力的なまちづくりを進め、転入と定住を促進す

る取組み 

高齢化への対応 ・医療・介護サービスの提供体制を整備するなどの取組み 

コミュニティの活性化と

再生 

・地区の特性に応じた支援や、住民の自発性を促す取組み、そのため

の環境の整備など、コミュニティの活性化と再生に向けた取組み 

人材の活躍促進と働き方

改革の実現 

・女性の職場復帰に対する支援や多様な人材が活躍できるための環境

整備、ワーク・ライフ・バランスの実現や、多様で効果的な働き方

を広めるための意識変革に向けた取組み 

「つながり」の強化 ・産業界や大学、金融機関等と連携し「地育地活（地域の人材を地域

で育て活用すること）」を行う取組み 

・近隣自治体とも連携し、地域全体の活性化につなげる取組み 

持続可能な自治体経営 ・業務改善による質の向上や経常経費の縮減 

・中長期的な視点を持った計画的な財政運営等 

（イ）基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①  春日井市で働きたい！～産業振興による地域活力の創造～ 

・優良企業の誘致の推進     ・創業・事業承継への支援   

・競争力の強化         ・販路開拓への支援     

・人材の確保・育成への支援   ・働く環境の整備とワーク・ライフ・バランスの推進 

②  春日井市で産みたい！育てたい！～安全安心な子育て環境の創造～ 

・妊娠・出産から子育てまで切れ目ない支援   ・就学前児童の保育等の充実 

・確かな学力と豊かな人間性を育む教育の推進  ・子どもの安全安心の確保 

③ 春日井市に住みたい！住み続けたい！～魅力ある生活環境の創造～ 

・高蔵寺ニュータウンの創生          ・魅力の洗練・新たな魅力づくり 

・安全で快適な生活のための基盤整備      ・健康の維持増進 

・保健・医療・福祉・介護の有機的な連携    ・生涯学習・文化スポーツの推進 

・コミュニティの活性化とにぎわいの創出    ・安全安心なまちづくり活動の推進 

・多様な連携の推進 
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（２）都市計画 

ア 春日井市都市計画マスタープラン    ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ11＞ 

・社会情勢の変化に伴い、大きな転換期を迎えている本市において、春日井市総合計画における目標

を具現化し、まちづくりを推進するための計画。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）住宅施策に関連する具体的な取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・都市づくりの基本理念『心地よく住む にぎわいを生む 元気が集う 春日井』を目指す 

目標１ 暮らしやすく居心地のよい住環境づくり 

目標２ 誰もが便利で利用しやすい交通環境づくり 

目標３ 元気で安定的な産業基盤づくり 

目標４ 思わず立ち寄りたくなるまちなかづくり 

目標５ 災害に強いまちづくり 

 

（ア）計画の基本的な方針 

暮らしやすく居心地のよい住環境づくり 

・三世代近居など多様な居住ニーズに応じた、選べる住環境づくり 

・農地や空き地などを活用した良好な住環境づくり 

・住宅のリノベーションなどによる流通促進 

誰もが便利で利用しやすい交通環境づくり 

・市内及び近隣市町へ移動しやすい道路交通網の整備 

・主要駅における交通結節機能の強化 

・多様な交通手段が選択できる環境の整備 

・バリアフリーに対応した誰もが安全に歩ける歩行空間の形成 

元気で安定的な産業基盤づくり 

・産業の振興に向けた企業に選ばれる産業用地の創出 

・企業の誘致や、既存の工場の操業環境向上に必要な都市基盤の整備 

思わず立ち寄りたくなるまちなかづくり 

・駅周辺の魅力を高めるための空間の形成 

・歩きたくなるまちなか空間の創出 

・誰もが利用したくなる公園機能の維持・拡充 

・憩いと潤いが感じられ、自然が体感できる空間の維持・創出 

災害に強いまちづくり 

・自然災害などの被害の軽減に向けた都市基盤の整備 

・災害時の安全性の確保に向けた防災機能の向上 
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（ウ）将来都市構造の考え方 

・都市機能の誘導・充実を目指す拠点と資源の保全・活用を目指す軸を各地域に位置づけるととも

に、これまでの市街地形成を踏まえた土地利用のゾーニングを設定。 
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イ 春日井市立地適正化計画     ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ18＞ 

・都市計画マスタープランの考え方に基づき、具体的な誘導区域や誘導施設、誘導施策、防災指針に

ついて明示し、今後のまちづくりにおける本市の方向性を示すことを目的として策定。 

（ア）基本方針 
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（イ）誘導方針 

○「春日井市都市計画マスタープラン」における拠点の位置づけに応じた医療・福祉・商業等の

生活サービス施設の積極的な誘導・集積 

○生活サービス施設が集積する拠点の利便性が高い地域や、土地区画整理事業等により都市基盤

が充実した地域への居住の推進 

○生活サービス施設が集積する拠点への円滑な移動を可能にする公共交通網の連携、充実 

○若い世代に魅力あるまちづくりの推進 

○高蔵寺ニュータウン地区をはじめとする高齢化が進む地域の活力やにぎわいが維持・向上する

まちづくりの推進 

○将来にわたり高齢者が身近な地域でサービスを受けられるまちづくりの推進 

○広範囲で想定される災害リスクに対して安全を確保するための防災・減災に向けたまちづくり

の推進 

（ウ）立地適正化計画が目指す都市の骨格構造 
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（エ）実現に向けて 

○基本的な考え方 

(1) 都市機能誘導区域への誘導施策 

○計画的な誘導施設の整備、民間開発等による誘導施設の立地支援 

○公的不動産の有効活用    ○都市計画制度の運用 

(2) 居住誘導区域における誘導施策 

○計画的な生活基盤の整備   ○空き家、空き部屋の活用    ○公的不動産の有効活用 

(3) 公共交通ネットワークの充実 

○バス等の公共交通網の改善に向けた関係機関との綿密な調整 

○主要な交通結節点となるJR中央本線や名鉄小牧線の駅を結ぶ公共交通網の維持・改善等 

(4) 産業施策との連携 

○適切な土地利用の誘導等による職住近接が進むまちづくり 

○数値目標 

・本計画の実行性を高め、より効果的な計画とするために、逐次、誘導施設の立地状況や人口動

向等を調査し、策定後５年が経過した時点で都市機能や居住について分析・評価を実施した

上で、必要に応じて見直すものとする。 

・「ライフタウンとして、暮らしやすい春日井市」を実現することを目標として、居住誘導区域

内の人口密度及び公共交通、また、若い世代の居住に関する数値目標を設定する。 
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（オ）届出制度 

・本計画に位置づけられた誘導施設は、都市機能誘導区域外で誘導施設を有する建築物の建築行為

又は開発行為を行おうとする場合には、市への届出が義務づけられる。 

・本計画に位置づけられた誘導施設について、都市機能誘導区域内で、誘導施設を休止又は廃止し

ようとする場合には、原則として市への届出が義務づけられます。 

・また、居住誘導区域外で一定規模以上の住宅に関する建築行為又は開発行為を行おうとする場合

には、市への届出が義務づけられる。 
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ウ 春日井地域公共交通計画     ＜施行時期：Ｒ３～Ｒ７＞ 

・春日井市の公共交通に関連する多様な主体が一体となった公共交通サービスを実現するため、春日井

市地域公共交通計画を策定。 

・春日井市地域公共交通計画は、本市の最上位計画である第六次春日井市総合計画や本市の都市計画

に関する基本方針である都市計画マスタープラン、各種まちづくりに関連する計画と連携・整合を

図りながら策定。 

（ア）基本理念 

 

 

 

（イ）基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）公共交通の目標 

目標１：鉄道とバスによる利便性の高い公共交通網の形成 

目標２：多様な交通の組み合わせによる市民の移動手段の確保 

目標３：みんなで支える公共交通の体制づくり 

（エ）施策 

 

心地よくつながる公共交通網 

～ より暮らしやすい“ライフタウン”春日井へ ～ 
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エ JR 春日井駅周辺地区市街地総合再生計画   ＜施行時期：Ｈ27～＞ 

・JR春日井駅周辺は、細分化した低未利用地が多く存在し、市民が求める駅前にふさわしい土地利

用が図られていないため、土地の合理的かつ健全な高度利用、市街地環境の整備改善を図ること

を目的に、本計画を作成。 

（ア）地区整備の基本方針 

 

 

（１） すべての人々にとって安全でやさしい駅前づくり 

①  駅北口及び南口の再編 

（２） 生活の一部として利用しやすい駅前づくり 

① 駅周辺居住の推進 

② 産業（商業・業務）立地の推進 

③ 土地の有効利用によるメリハリのある市街地の形成 

④ 防犯・治安対策の強化 

（３） みんなでつくるにぎわいある駅前づくり 

① 顔となるシンボル的なにぎわい駅前空間の形成 

② 地域コミュニティによるまちづくりの推進 

③ 歩行者回遊ネットワークの整備 

【駅南北の整備方針】 

北口：春日井市の玄関にふさわしい都市交流拠点づくり 

南口：自由通路整備を契機とした新たな都市交流拠点づくり 

（イ）建築物の整備に関する計画 

(1) 共同化の推進 

・小規模な宅地を共同化することにより、まとまった規模の事業用地を生みだし、市の玄関

にふさわしい都市の魅力と活力を発信する建築物の整備を誘導する。 

(2) 援助・誘導等 

・魅力ある都市交流拠点づくりを図るため、必要に応じて、高度利用地区の指定や用途地域

の見直しなどを行う。 

(3) 住宅の整備目標 

・駅周辺でまちなか居住を促進するために、計画的に都市型住宅の供給を誘導し、地区ごと

の戸数は概ね100～150戸程度の供給が想定される。 

（ウ）その他必要な事項 

(1) 駅前広場や市有地の有効活用の検討 

(2) 市街地再開発事業や優良建築物等整備事業等の事業化推進 

(3) イベント等の実施 

  

市の玄関として利用しやすくにぎわいのある都市交流拠点づくり 
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（３）防災 

ア 春日井市地域防災計画     ＜計画期間：Ｒ５～＞ 

・春日井市地域防災計画は、災害対策基本法第42 条（市町村地域防災計画）の規定に基づき、策定し

ている。 

・総合的かつ計画的な防災対策の推進を図ることにより、市民のかけがえのない生命、身体及び財産

を災害から保護することを目的とする。 

 

（ア）災害予防計画 

１．災害に強い防災体制の確立 

・防災体制の整備            ・防災活動体制の整備      

・情報の収集              ・連絡体制の整備  

・非常用物資の備蓄           ・消防救急体制の整備  

・応急医療体制の整備          ・緊急輸送体制の整備  

・広域応援派遣体制の整備 

 

２．市民の防災行動力の向上 

・防災意識の高揚            ・学校等における防災教育及び安全対策    

・自主防災組織の推進          ・防災ボランティアとの連携  

・要配慮者の安全対策          ・避難行動の促進対策 

・企業防災の促進            ・帰宅困難者対策 

 

３．災害に強い都市の形成 

・防災まちづくりの推進        ・都市基盤整備の推進  

・防災対策施設の整備         ・防災協働社会の形成推進 

 

★住生活基本計画と関係のある取組み内容（抜粋） 

〇住宅の確保 

・住家の被害状況の調査 ・応急仮設住宅の設置  ・賃貸住宅の借上げ 

・公営住宅等の一時使用 ・被災住宅の応急修理 
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（４）健康・福祉 

ア 心と体のかすがい健康計画 2035    ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ17＞ 

・健康増進法第８条第２項の規定に基づく、市町村健康増進計画にあたる計画。 

・食育基本法第 18条第１項の規定に基づく、市町村食育推進計画にあたる計画。 

・自殺対策基本法第 13条第２項の規定に基づく、市町村自殺対策計画にあたる計画。 

 

（ア） 計画の基本的な方針 

 

明るい「こころ」と元気な「からだ」笑顔が輝くまち かすがい 

 

方針 1 自分の健康は自分でつくる 

方針 2 健康を支える環境をつくる 

方針 3 心の健康をまもる【自殺対策計画部分】 

（イ） 基本目標 

1. 健康増進計画及び食育推進計画 

基準値   平均寿命：男性 81.98 歳 女性 87.58 歳（令和 4 年度） 

健康寿命：男性 80.56 歳 女性 84.40 歳（令和 4 年度） 

最終目標  平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（令和 16 年度） 

2. 自殺対策計画 

基準値   自殺死亡率 16.1（平成 27 年） 

最終目標  国の次期「自殺総合対策大綱」による（令和 16 年度） 

 

★住生活基本計画と関係のある施策（抜粋） 

施策の内容 

・生活習慣病の一次予防 

・生活習慣病の二次予防 

・ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり 

・食育の推進 

共食の重要性や食育への関心の向上を図るための周知啓発 

・感染症等の疾病への対応 

定期予防接種の勧奨 

・地域保健の充実と地域医療の確保 

ボランティアの育成、かかりつけ医・歯科医・薬剤師を持つことの周知啓発 

・社会で支える健康づくり 

・自殺予防の周知啓発による社会全体の自殺の危険性の低下 

自殺予防や心の健康に関する周知啓発、社会的孤立を防ぐための周知啓発 

・自殺の危険性が高い人の早期発見と早期対応 

ゲートキーパーの養成、相談窓口の周知啓発 

・自殺の再発防止と自死遺族などへの支援 

自殺未遂者等への支援に関する情報提供  
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イ 春日井市地域共生プラン     ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ６＞ 

・市と市社会福祉協議会の緊密な連携のもと、より積極的に地域福祉の推進を図り、誰もが住み慣れ

た地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域を共に創ることのできる「地域共生社会」の実現をめざします。 

（ア）基本理念 

誰もが主役 共に支え合う 安心と温もりのまちづくり 

 

（イ）基本目標と施策の展開方向 

１．市民が主役の地域福祉を「共に創る」 

・ボランティアや地域活動への参加のきっかけづくりが必要 

・地域活動の輪を拡げるためには「若い世代への呼びかけ」等が必要 

・地域課題に関する把握や情報提供が必要 

・活動団体では「新メンバー」「スタッフ不足」で困っている 

・地域の生活課題解決の鍵は「地域交流・コミュニティ」「区・町内会・自治会」 

施策の方向性 ａ地域の生活課題を解決する仕組みづくり 

ｂ地域の支え合い活動の推進 

ｃ地域活動の活性化と人材育成 

２．地域の包括的な支援に「つなげる」 

・地域でできること、公的機関との役割分担が必要 

・「関係機関との連携」や「情報提供」が求められている 

・相談支援を担う人や機関の周知が必要 

・市社会福祉協議会の認知度の向上 

・生活困窮者に対する支援で重要なことは「就労支援」 

施策の方向性 ａ包括的な相談支援体制の強化 

ｂ権利擁護と成年後見制度の利用促進 

ｃ自立に向けた支援の強化 

３．いつでも誰でも幸せな暮らしを「拡げる」 

・手助けを必要とする人と手助けできる人をつなぐ仕組みが必要 

・災害対策は、日頃からの地域住民同士の声かけや安否確認が重要 

・「閉じこもりやひきこもり」など分野を超えた対応が求められている 

・「地域での見守り」や「移動支援」など日常生活全般の支援や助け合いが必要 

施策の方向性 ａ地域の見守り体制の強化 

ｂ災害時における地域住民による互助の充実 

ｃ民間サービスの創出・活用の促進 

★住生活基本計画と関係のある施策（抜粋） 

・社会を明るくする運動の支援 

・スマートウェルネスを目指した団地再生の推進 

・高蔵寺ニューモビリティタウン構想の推進 

・新たな移動手段の検討  
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ウ 第 9次春日井市高齢者総合福祉計画   ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ８＞ 

・誰もがいきがいを持ち、共に支え合う「地域共生社会」の実現に向け、策定。 

 

（ア）基本理念 

家族の和、隣人の輪、地域の環 

誰もがいきがいを持ち 共に歩み 支え合うまち かすがい 
 

（イ）基本目標 

ａ．いきがいを持ち豊

かな人生を送り続

けることができる

まちの実現 

１ いきがいづくりの推進 

２ 健康づくり・介護予防の推進 

３ 人にやさしいまちづくりの推進 

ｂ．住み慣れた地域で

自分らしく暮らす

ことができるまち

の実現 

１ 地域を基盤とする包括的支援体制の強化 

２ 医療・介護連携の推進 

３ 認知症高齢者等の総合的支援 

ｃ．持続可能な介護・

高齢者福祉サービ

スの確保 

１ 高齢者福祉サービスの充実 

２ 介護サービスの確保 

３ 介護サービスの推進と制度の持続 
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エ 第 6次春日井市障がい者総合福祉計画   ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ８＞ 

・多様化する課題やニーズに対応するため、支援の質の向上を図るとともに、障がいのある人やその

家族の視点に立ち、関係機関と連携しながら、障がいのある人もない人も、共に生きられるまちづ

くりを推進する。 

 

（ア）基本理念 

障がいのある人が安心して自立・共生できるまちづくり 

（イ）基本的視点 

（１）障害者権利条約の理念の尊重 

（２）社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上 

（３）当事者本位の総合的かつ分野横断的な支援 

（４）障がい特性、複合的困難等に配慮したきめ細かい支援 

（ウ）重点目標 

（１）地域における生活支援の充実 

（２）障がい児支援の充実 

（３）障がいに対する理解の促進 
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オ 第 2次新かすがいっ子未来プラン    ＜計画期間：Ｒ２～Ｒ６＞ 

・すべての子どもがいきいきと育ち、すべての子育て家庭がいきいきと過ごせるまちを目指す。 

（ア）基本理念 

子はかすがい、子育てはかすがい 

～子どもは地域の宝、子どもも親もいきいきと暮らすまち～ 

 

（イ）目標 

目標 １ 子育て支援が充実したまちかすがい 

施策（重点的に取り組む事項） 

（１） 妊娠から子育てにわたる切れ目のない支援体制の充実 

・子育て世代包括支援センター事業の充実 

・子ども家庭総合支援拠点の設置を検討 

・出産前後の支援の充実 

・一時預かり事業の拡充 

・親の学びを支援 

（２） 保育環境の充実 

・老朽化する公立保育園の再整備の計画、実施 

・ベテラン保育士による巡回指導 

・特別支援保育の拡充 

・延長保育の拡充 

・一時預かり事業の拡充（再掲） 

・施設及び施設周辺の防犯や安全の確保 

 

目標 ２ すべての子どもの健やかな育ちを目指すまちかすがい 

施策（重点的に取り組む事項） 

（１） 放課後児童の居場所の充実 

・子どもの家、放課後なかよし教室、サマー・スクールかすがいの連携 

・放課後児童クラブの運営内容の充実、定員の拡充 

・民間児童クラブ利用者への支援の拡充 

・児童館等の居場所の整備 

（２） 不登校やひきこもり児童生徒への切れ目のない支援 

・不登校・ひきこもり支援のネットワークづくり 

・民間団体と連携した学習機会の提供を検討 

・学校復帰支援の充実 

 

（エ）施策 

★住生活基本計画と関係のある施策（抜粋） 

・市民や地域による子育て支援の推進 

・多様な保育事業の提供 
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・防犯・交通安全に関する取組み 

・防災・防火に関する取組み 
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（５）環境 

ア 春日井市環境基本計画     ＜計画期間：Ｒ４～Ｒ12＞ 

・環境基本計画の理念の実現に向け、本市の環境を保全、創造し、次代を含めた市民が快適に暮らす

ことができるような各種の取組みを総合的かつ計画的に推進することを目的とする。また、市民・事

業者・市がそれぞれの責務を自覚し、環境の保全等に関する各種取組みを自主的かつ積極的に取り組

むとともに、相互に協力し、連携する考え方を明らかにする。 

 

 

（ア）計画の基本的な方針 

未来を見据え、かけがえのない地球環境を次世代へつないでいくことを目指すため、本計画の目

指す環境像を次のとおり定める。 

豊かな自然と暮らしが調和する環境にやさしいまち かすがい 

～わたしたちの未来と地球のために～ 

 

（イ）環境への想いを実現するための ５つの目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★住生活基本計画と関係のある取組み内容（抜粋） 

施策の体系 

・環境保全活動・協働取組みの推進 

・省エネルギー活動の推進 

＜全体目標・環境目標１：環境学習・パートナーシップ＞ 

1 各世代に応じた環境教育・環境学習の充実 

2 誰もが参加できる環境保全活動の充実 

＜環境目標２：低炭素社会＞ 

1 低炭素社会の実現 

2 気候変動への適応 

＜環境目標３：自然環境＞ 

1 生物多様性の保全 

2 緑の保全と創出 

＜環境目標４：循環型社会＞ 

1 循環型社会の実現 

2 廃棄物の適正処理 

＜環境目標５：都市環境・生活環境＞ 

1 環境と人にやさしいまちづくり 

2 良好な生活環境の確保 



24 

 

・低炭素まちづくりの推進 

・気候変動への適応の推進 

・水や緑の保全 

・緑豊かなまちづくりの推進 

・啓発等によるごみ減量の推進 

・４Ｒの推進 

・快適な生活のための基盤整備 

・多様な交通手段が選択できるまちづくり 

・公害防止・環境負荷の低減 

・合併処理浄化槽への転換促進 
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イ 春日井市地球温暖化対策実行計画    ＜計画期間：Ｒ５～Ｒ12＞ 

・第六次春日井市総合計画及び春日井市環境基本計画を上位計画とし、地球温暖化防止に向けた施

策、取組みをさらに具体化し、実行していくものであり、他の関連計画と整合、連携するもの。 

 
 

（ア）目的と基本方針 

・家庭部門への取組みを重点的に実施しつつ、その他の部門については、本市の取組みだけでなく、

国や愛知県の実施する対策について情報提供を行う等、協調・連携することにより効果的な対策の

推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

★住生活基本計画と関係のある取組み内容（抜粋） 

・太陽光発電システムの導入・活用促進 

・その他の再生可能エネルギーの活用促進 

・建物における低炭素化の促進 

・暮らし・事業活動における低炭素化の促進 

・自動車における低炭素化の促進 

・集約型まちづくりの推進 

・緑化の推進 

・ごみ減量と資源化の推進 

・防災意識の高揚 

・人工排熱の低減 

・ライフスタイルの改善 

  

【緩和策－温室効果ガスの排出を削減】 

1 再生可能エネルギーの利用促進 

2 市民・事業者の活動促進 

3 低炭素まちづくりの推進 

4 循環型社会の形成 

【適応策－既に起きている気候変動への対処】 

1 自然災害（洪水・内水対策） 

2 健康（熱中症対策） 

3 国民生活・都市生活（ヒートアイラ

ンド等対策） 
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ウ 春日井市都市景観基本計画    ＜計画期間：Ｈ30～Ｒ12＞ 

・景観を構成する要素に着目した構成要素別基本計画と、地域ごとの特性に着目したゾーン別基本計

画の2つの視点に立って策定。 

・構成要素別基本計画では、特に重要と思われる要素を骨格軸構成要素として抽出し、計画を策定。 

・ゾーン別基本計画では、そのゾーンの特性及び都市景観の形成を推進するうえで、ゾーンの方向性

にふさわしい地区を抽出し、地区景観計画を策定。 

 

・春日井市の景観づくりの考え方 

1 春日井市の都市像の実現に寄与する景観形成（全体性） 

2 春日井らしい鑓性的な景観形成（地域性) 

3 居住者にとって親しみやすい景観形成（生活性・参加性・安全性） 

4 街並みや周辺の環境が認和した景観形成（共存性） 

5 将来的にストックとなるような景観形成（公共性） 

 

・景観づくりの基本目標（都市景観） 

「人と緑奏でる春日井ルネッサンス」 

 

都市構造を明確にする都市レベル景観 

1 シティアイデンティティに沿った景観形成 

2 都市拠点および都市骨格軸の個性化 

3 都市拠点関のネットワーク化 

3 景観をしゃ断せず、調和する機能をもつ都市骨格軸の形成 

 

地域の特性を生かした地域レベル景観 

1 市街地：「人と緑」の調和を図る景観形成 

2 自然地：地域の「自然」を生かす景観形成 

3 地域軸：市街地と自然地の景観ネットワーク 

 

生活環境の向上を目指した生活レベル景観 

1 「人」の生活を考え、多くの「緑」を配置した景観形成 

2 住区内公園・河川・道路等公的領域の景観上の活用 

3 敷地・建物等の配置に考慮した、境界領域の景観形成 

4 放置自転車・空き地の雑草等、生活に密着した環境問題をとらえた景観形成 

 

★住生活基本計画と関係のある取組み内容（抜粋） 

・低層住宅：緑あふれ、落ち着きと安らぎのある低層住宅地を創出する。 

統一性と秩序ある街並みを創造する。 

・中高層住宅：周辺に緑を創出し、周辺地域と調和した中高層住宅地を形成する。 

・集落：のどかで趣ある集落地の風景を生かす。 
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エ 春日井市緑の基本計画     ＜施行時期：H23～＞ 

・都市美の形成を推進し、誇りと愛着と活力のある美しいまちを実現するために、景観法に基づく

景観計画として策定。 

・都市美のマスタープランとして都市美行政を推進するための総合的な方向性を示すほか、これま

で一律であった都市美誘導基準等を見直し、用途地域による景観類型別や都市美形成上重要な地

域ごとの基準を定めて、景観特性に応じた都市美誘導を図る。 

・また、景観法に基づく基準としてマンセル値による色彩基準を導入するなど、より実効性のある

都市美形成を図る。 

 

（ア）基本理念と基本目標 

 

まちと調和し暮らしを彩る かすがいの緑づくり 
〜Life with Green〜 

 

 

（イ） 基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本方針 1－まもる 

美しく豊かな環境をまもる】 

1 樹林地をまもる  

2 河川・水辺をまもる 

3 農地をまもる 

4 公共施設の緑をまもる 

5 希少生物の生育環境をまもる 

6 歴史的・文化的な緑をまもる 

7 桜をまもり育てる 

【基本方針 2－つくる 

暮らしの豊かさをつくる】 

1 親しまれる身近な公園をつくる  

2 市民が集うにぎわいの緑づくり 

3 緑のネットワークをつくる 

4 緑のまちなみをつくる 

5 企業の緑をつくる 

【基本方針 3－かえる・たかめる 

安心と魅力をたかめ地域に愛される】 

1 公園・緑地の魅力をたかめるリニューアル 

2 公園施設の魅力と安全性をたかめる 

3 緑の防災機能をたかめる 

4 街路樹と公園樹木の魅力と安全性をたかめ

る 

【基本方針 4－つなぐ 

人と人、にぎわいをつなぐ】 

1 公園等緑の利活用でつなぐ  

2 市民をつなぐ協働のルールづくり 

3 緑化活動の担い手をつなぐ 

4 緑を守り育む意識をつなぐ 

5 緑のまちづくりへの関心をつなぐ 

 

【基本方針 1に対する目標】 

・市内全体の緑被率を維持：42％（2014年）

⇒42％ 

・桜の保全：弘前方式の導入を増やす 20本

（2019年）⇒500 本 

【基本方針 2に対する目標】 

・市街化区域内の公園配置率を高める 

：約 79％（2019年)⇒約 81％ 

・民有地緑化の箇所数を増やす 

：あいち森と緑づくり事業（緑の街並

み推進事業）実施箇所５か所 

 
【基本方針 3に対する目標】 

・魅力ある街路樹の維持管理を導入する 

：10路線 

・公園・緑地に対する満足度の向上 

：約 57％（2020年）⇒60％ 

 

【基本方針 4に対する目標】 

・アダプト・プログラム等緑に関する団体を

増やす：アダプト・プログラム参加団体数 

12団体（2019年）⇒15団体 

・公園・緑地づくりのワークショップの実施

数を増やす：10公園 
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★住生活基本計画と関係のある取組み内容（抜粋） 

基本施策 

1 東部丘陵地の保全 

2 都市近郊林の保全 

3 河川・ため池等の水質保全 

4 河川・ため池等の適正な維持管理 

5 市街地の農地の保全 

6 市街地周辺の農地の保全 

7 ふれあい農業公園（あい農パーク春日井）の活用 

8 都市公園等の適正な維持管理 

9 学校等公共施設の緑の適正な維持管理 

10 生き物の生息地となる緑の保全 

11 生物多様性の保全 

12 歴史・文化と一体となった緑の保全 

13 保存樹の指定・保全 

14 弘前方式による満開の桜づくり 

15 身近な都市公園の整備 

16 市民に親しまれる公園施設の整備 

17 公共施設の緑化推進 

18 まちなかのオープンスペースの確保 

19 緑道や街路樹の整備 

20 水辺のネットワークづくり 

21 住宅等の敷地内緑化の促進 

22 民間施設の緑化の促進 

23 多様な市民ニーズに応える特色ある公園づくり 

24 民間活力の導入による魅力向上 

25 都市施設の再配置による公園のあり方検討 

26 公園施設の老朽化対策 

27 公園等オープンスペースの都市防災機能の強化 

28 魅力ある街路樹と公園樹木づくり 

29 身近な公園・緑地等の活用 

30 緑の維持管理に関する協働ルールづくり 

31 緑のまちづくりへの市民参画と担い手の育成・支援 

32 緑のまちづくりに参加するきっかけづくり 

33 緑のまちづくりに関する情報発信 
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（６）その他 

ア 高蔵寺リ・ニュータウン計画    ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ12＞ 

・2016 年（平成28 年）に高蔵寺リ・ニュータウン計画と題して、山積する課題の分析をもとに、今

後の10 年間で取組むべきプロジェクト・施策をまとめ、高蔵寺ニュータウンの未来を創造するプラ

ンを策定した。計画に基づき実現された施策がある一方で、新たに生じた課題への対応を含め、さら

なる施策の充実を図る必要が生じている。このため、計画の第１次の改定を行い、2021 年度（令和

３年度）を初年度として次の10 年間を見通した「高蔵寺リ・ニュータウン計画」を策定、公表す

る。 

（ア）リ・ニュータウンの基本理念 

 

 

 

（イ）リ・ニュータウンのまちづくりを推進するための７つの基本理念 

① 成熟した資産の継承 

② 公共施設・生活利便施設の集約化とネットワークの構築 

③ 暮らしと仕事の多様性の確保 

④ 住民・事業者・市の協働の推進 

⑤ 持続可能な都市経営の仕組みの構築 

⑥ 高蔵寺ニュータウンを核とした周辺・広域との連携強化 

⑦ まちの新たなブランド力の創造と発信 

（ウ） 施策 

① 先導的な主要プロジェクト 

【先行プロジェクト（２年以内に着手）】 

ア 団地再生によるモデル住宅地づくり：高森台※スマートウェルネスの整備 

イ ニュータウンの顔づくり：高蔵寺ゲートウェイの整備 

ウ 旧小学校施設の活用による生活利便施設誘致：西のサブセンター整備 

【展開プロジェクト（先行プロジェクトの効果を検証して展開）】 

ア 交通拠点をつなぐ快適移動ネットワークの構築 

イセンター地区の商業空間の魅力向上と公共サービスの充実 

ウ 戸建て住宅エリアのストック活用の促進 

【ニュータウン・プロモーション】 

② 課題に応じた主要な施策 

ア 住宅・土地の流通促進と良好な環境の保全・創造 

イ 身近な買い物環境の整備と多様な移動手段の確保 

ウ 多世代の共生・交流と子育て・医療・福祉の安心の向上 

エ 既存資産（ストック）の有効活用による多様な活動の促進 

オ 高蔵寺ニュータウンを超えた広域的なまちづくりの推進 

③ 新たな課題への対応 

ア リニア中央新幹線開通後のニュータウンに向けて 

イ 新型コロナウィルス感染症後のニュータウンに向けて 

ほっとできるふるさとでありながら、 

新たな価値を提供し続ける“まち”であり続けること 
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イ 春日井市シティプロモーション戦略   ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ13＞ 

・春日井市が継続的に発展していくには、市民、事業者、行政が一体となって、様々な角度から本市

の魅力を高め、積極的に発信し、「選ばれるまち」となることが必要。春日井市のシティプロモーシ

ョンの方向性を明確にし、市民、事業者、行政が一体となってシティプロモーションを推進するた

めの指針として策定。春日井市の認知度の向上と魅力の向上のための発信に取り組む。 

（ア）基本方針 

 

 

 

（イ） 基本戦略 

戦略1 ターゲットを絞った発信 

プロモーションの目的に応じたターゲットを設定し、効果的な発信を行う。 

戦略2 多様な媒体の活用 

Webや新聞、テレビ、ラジオなど、目的に応じて効果の高い媒体を積極的に活用。 

戦略3 来訪者などの活用 

市外から来訪する人、本市に縁のある人などが本市に「いいイメージ」を持ち、発信す

るきっかけを作る。 

戦略4 オール春日井での取組 

春日井商工会議所や春日井市観光コンベンション協会、市内企業、市民活動団体等と連

携し、一体的な発信を行う。 

戦略5 魅力の底上げ 

本市の資源・魅力を再確認し、磨き上げることにより、市内外での認知度を向上させ

る。 

戦略6 新たな魅力の発掘 

歴史や文化、産業、観光など、多様な視点から本市の新たな魅力の発掘に取り組む。 

（ウ）推進に当たって 

（１）シティプロモーション推進室の設置 

（２）市職員スキルアップ 

（３）関係機関との連携 

（４）戦略の改定 

  

「春日井」の名と魅力を一体的に発信する 
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ウ 第 4次春日井市産業振興アクションプラン  ＜計画期間：Ｒ６～Ｒ10＞ 

・第４次春日井市産業振興アクションプランは、第六次春日井市総合計画に掲げられた施策を実行す

るための具体的な取組を定めるもの。 

（ア）施策 

 

 

 

（イ）基本方針 

  

産業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 
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エ 春日井市公共施設等マネジメント計画   ＜計画期間：Ｒ４～Ｒ28＞ 

・老朽化が進む公共施設等の適正な機能の確保、効率的な管理運営を実現するための基本的な考え方や

取組の方向性を示すもの。 

（ア）基本方針 

方針１ 市民サービスの質を低下させない 

方針 2 老朽化の進行をできる限り防止し、長期にわたり活用する 

方針 3 公共施設等の更新や維持管理に係るコストを抑制する 

（イ）具体的な取り組み 

○施設管理に関する取組 

①点検・診断・長寿命化 

・法令等に基づく定期点検や日常点検を実施の上、点検結果をもとに、簡易な修繕等を実施。 

②安全確保・耐震化 

・建物の点検等の機会を通じ、老朽化の進行状況について把握し、早期発見、早期改修に努める。 

③ユニバーサルデザイン化 

・誰もが安全で快適に利用できる施設とするために、施設の状況や利用者ニーズを踏まえ、ユニバー

サルデザイン化を進める。 

④基本台帳の整備 

・現状、公共施設に関するデータは、施設台帳として、マネジメント所管部署で集約・管理してい

る。今後は、固定資産台帳と連動した施設台帳を整備する。 

⑤施設の評価とあり方検討 

・施設台帳に集約された各施設のデータを活用し、毎年度、施設の評価を行う。 

⑥広域的な連携 

（ウ）計画の推進 

○全庁的な取組体制の構築 

①全庁的な取組体制 

②職員研修の実施 

○情報の一元管理・共有化 

①施設情報のデータベース構築 

②公共施設カルテの公表 

○PDCAサイクルによる施設管理の実施 
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オ 春日井市観光によるにぎわい創出基本計画  ＜計画期間：Ｒ５～Ｒ９＞ 

・「観光」の力によりまちの魅力を高めるとともに、人的、経済的な交流を活性化させ、さらなるにぎ

わいを創出するため、本市における「観光」の考え方や方向性、具体的な取組を示すもの。 

（ア）体系図 
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（イ）アクションプラン 

○重点テーマ１：「もてなす」の施策一覧 

・「公園」を活用した魅力創出 

・「春日井三山」を拠点とした魅力創出 

・「愛岐トンネル群」を拠点とした魅力創出 

・「サボテン」を活用した魅力創出 

・「書」を活用した魅力創出 

・人材の発掘・育成 

・魅力を創出するツアーの造成やイベントの開催 

・テーマ別ツーリズムの推進 

 

〇重点テーマ２：「伝わる」の施策一覧 

・ＳＮＳを活用した魅力発信 

・観光パンフレット等の作製・配布 

・ＰＲコンテンツを活用した魅力発信 

・市民が主体となった情報発信 

 

〇重点テーマ３：「つながる」の施策一覧 

・推進体制の構築 

・人がつながる 

・資源がつながる 

・まちがつながる 

・にぎわい創出支援 
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４．春日井市住生活基本計画に包含する計画 

ア 春日井市市営住宅総合再生計画    ＜計画期間：Ｈ28～Ｒ７＞ 

・近年の住宅政策動向及び本市の地域特性や住宅事情、居住ニーズ等を整理・分析した上で、市営住宅

の再生目標と方針、方針実現のためのストック活用計画及びその他住宅供給施策について検討し、

新しい市営住宅の役割と基本指針となる『市営住宅総合再生計画』を策定。 

 

（ア）市営住宅の再生目標 

① 安全安心の市営住宅整備 

② 適切な管理運営 

③ 住宅セーフティネットとして、役割を強化 

④ 誰もが快適に使用できるバリアフリー化の促進 

⑤ 高齢者や子育て世帯を重視した生活支援機能の推進 

 

（イ）再生事業の具体化に向けて 

○用途廃止 土地及び建物の住宅用途を廃止し、跡地活用を検討する 

・耐用年限を過ぎた団地で、建替において土地利用が非効率なものなどを対象とするとともに、

跡地活用を検討。 

○建替 団地全体を公営住宅整備基準に基づいて再生を図る 

・敷地の規模、形状及び周辺の住環境などを考慮し、建替候補地として適している団地を選定。 

・建替団地については、土地利用や管理の効率性、建設コストの経済性、多様な世帯の入居を考慮

して、中高層を基本として検討。 

○改善 住棟のバリアフリー化・省エネルギー化の改善を図る 

・耐用年限を残し、バリアフリー化や省エネルギー化されていない住棟を対象とする。 

○維持保全 公営住宅の適正な維持保全を行う 

・概ね現行の居住水準を確保していく住棟を対象とする。 

（ウ）実現化方策の検討 

①都市計画施策 

②環境・防災施策 

③地域のコミュニティ活動の場づくり 

④まちづくり計画等との連携 

（エ）その他の事業者との連携 

①県営住宅との連携 

②UR都市再生機構住宅との連携 

③民間事業者との連携 

④福祉施策との連携 
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イ 春日井市空家等対策計画     ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ７＞ 

・今後もさらに増加すると考えられる空家の発生を抑制するとともに、子育てファミリー世帯の転

出傾向などの課題に対応し、空家の利活用や適正な管理を促進し、管理不全空家への対策を講じ

るなど、空家等に関する対策を体系的に整理し、総合的、計画的に空家等対策を進めるため、策

定した計画。 

（ア）空家等対策における原則 

空家等は、個人の資産であり、所有者又は管理者（所有者等）が自らの責任により適正に管理

することが原則となる。 

（イ）空家等対策の取り組み方針と推進するための施策 

方針１ 相談体制の充実 

・春日井市と空き家対等対策に関する連携協定を締結している民間団体等と連携し、空き家等無料

相談会を開くなど相談体制を充実していく。 

（主な 

取り組み例） 

ａ相談窓口の確保 

ｂ専門家や関係機関と連携した相談体制 

ｃ定期的な相談会の開催 

方針２ 周知啓発・未然防止 

・空き家等の問題を認識してもらうことや春日井市の取組みや支援制度の周知啓発を図るため、ホ

ームページや広報等の様々な媒体を通し、情報提供を行う。 

（主な 

取り組み例） 

ａ ホームページ等を活用 

ｂ セミナーや出前講座の開催 

ｃ 高齢者世帯への情報提供と支援 

ｄ 庁内部署と連携した啓発（媒体活用） 

ｅ パンフレット等による啓発 

方針３ 適正管理（市民対応） 

・管理不全であるなどの苦情相談が本市に寄せられた際は、迅速に現地調査を実施し、所有者等へ

適切に管理するよう助言・指導を行う。 

・空き家等の見回りや管理を行うサービスについて支援するとともに、所有者等が適切な管理をす

る上で必要な情報を提供し、管理不全な空き家等の発生防止に努める。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 迅速な苦情対応 

ｂ 所有者等への適正管理等の指導 

ｃ 遠方居住者等への支援 

ｄ 成年後見制度の周知 

方針４ 特定空家等の対策 

・本市が特定空家等の認定を行う。 

・認定した特定空家等については、所有者等に対して必要な措置を講じるよう指導、勧告、命令等

を行う。 

・措置を講じても管理不全な状態が解消されない場合は、行政代執行を実施。 

・特定空家等の所有者等（相続人含む）が不明・不存在の場合は、民法に規定される財産管理人制

度の活用により特定空家等の問題解決を図る。 
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（主な 

取り組み例） 

ａ 特定空家等認定による指導等 

ｂ 財産管理人制度等の活用 

ｃ 協議会の助言等に基づく対策の実施 

方針５ 空き家等解体・建替えの促進 

・老朽化した空き家等を解体する際の補助金を給付し、所有者等の解体を支援する。 

・空き家等解体後の跡地利用がより進むような取組みを調査・研究するとともに、国等の支援制度

についても効果的に周知する。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 解体促進に繋がる制度 

ｂ 解体後の跡地利用に繋がる制度 

ｃ 低未利用土地等の対策 

方針６ 空き家等流通の促進 

・空き家等の利活用や問題解決に最適な専門家を派遣する制度等の取組みを継続し、協定団体等の

関係機関と協力して空き家等の市場流通を促進する。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 流通促進に繋がる制度 

ｂ 協定団体と連携した流通促進（同意取得） 

ｃ 物件の情報提供（インターネット） 

ｄ 中古住宅の流通促進 

ｅ 新規取組みの調査研究 

方針７ 転入移住の促進 

・将来的な人口の減少やさらなる高齢者世帯の増加に備える観点から、利活用可能な空き家等につ

いて、転入移住や多世代居住の促進に寄与する取組みを検討。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 転入移住に繋がる制度 

ｂ 多世代居住の誘導 

方針８ 地域活性化の促進 

・空き家等の管理不全により、防災や防犯機能の低下、景観の悪化、地域活力の低下が懸念される

ため、地域との協働を図り、管理不全な空き家等の発生予防を目指す。 

・地域のコミュニティ施設や高齢者の交流の場等として空き家等を地域の活動拠点として活用する

手法を検討する。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 区町内会との連携 

ｂ 空き家等活用による地域活動拠点の整備 

ｃ 利活用に繋がる制度 

ｄ 未利用施設の有効活用 

ｅ 地域特性に応じた取組み 

方針９ 空き家等の実態把握 

・空き家等の現状を最も把握している周辺住民や区町内会等から寄せられる情報や実態調査から把

握した空き家等の情報をデータベース化する。 

（主な 

取り組み例） 

ａ データベース作成 

ｂ 空き家等予備軍（高齢者世帯）の把握 

ｃ 民間機関や地域との連携による実態調査 

ｄ 空き家等所有者の意向調査による取組み検討 
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方針 10 共同住宅等の対策 

・持家の共同住宅等に住んでいる世帯主の年齢は、65 歳以上が最も多くなっており、今後も共同住

宅等の空き室増加が予測されるため、分譲マンションの実態調査等による管理状況の把握に努め、

管理組合や区分所有者にとってマンション管理に役立つセミナーの開催や相談支援体制を整備す

る。 

（主な 

取り組み例） 

ａ 空き室活用手法の検討 

ｂ 空き室の流通促進 

ｃ マンション管理の適正化の推進及び知識の普及 

ｄ マンション管理の適正化に関する相談支援 

ｅ マンション管理状況の実態把握 

f マンションにおける空き室発生の未然防止 

（ウ）推進体制 

（１） 所有者等の協力 

（２） 地域との連携 

（３） 庁内連携 

（４） 春日井市空き家等対策協議会 

（５） 連携協定団体、各専門家団体等との連携 

 

【春日井市マンション管理適正化推進計画】 

マンションに関する部分については、マンション管理適正化法第３条の２第１項に 規定する「マン

ション管理適正化推進計画」を兼ねています。 

・マンション管理の適正化の推進及び知識の普及 

・マンション管理の適正化に関する相談支援 

・マンション管理状況の実態把握 

・マンションにおける空き室発生の未然防止 
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ウ 春日井市耐震改修促進計画    ＜計画期間：Ｒ３～Ｒ12＞ 

・地震による住宅・建築物の被害を軽減し、市民の生命や財産を守ることを目的として策定。 

・本計画は、「県計画」、「第六次春日井市総合計画」、「春日井市地域強靭化計画」、「春日井市都市計画

マスタープラン」、「春日井市地域防災計画」を上位計画とし、耐震改修促進法に基づき、春日井市

における住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するための計画として策定。 

（ア）住宅減災化の目標 

住宅・建築物の倒壊から人命と生活を守る 

（イ）住宅・建築物の耐震化及び減災化促進のための施策 

 

 


